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	東日本大震災からの復旧･復興に関する重点提言
	１．復旧・復興事業の実態に即した財政支援等について

	東京電力福島第一原子力発電所事故への対応と
	１．東京電力福島第一原子力発電所事故への対応

	地震・津波等災害防災対策の充実強化に関する
	地方創生の推進に関する重点提言
	真の分権型社会の実現による都市自治の確立等
	また、国はあらかじめ十分な時間的余裕をもって提案を行うとともに、具体的な事項の協議に当たっては、国と地方とが真に実効ある協議を行うため、分科会や各府省と地方との協議等の積極的な活用を図るなど、多様な地方からの意見を反映できるようにすること。
	また、改革に伴う関連法令の整備や事務・権限の移譲等に当たっては、十分な時間的余裕の確保や情報提供など適切な措置を講じるとともに、事務を円滑に実施するために必要となる財源の確保と専門的な人材育成等の仕組みを構築すること。
	また、都市自治体が行う住民生活に直結した行政サービスの財政需要の急増と多様化に迅速かつ的確に対応できるよう、一般財源を充実確保する観点から、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築すること。
	また、新たな大都市制度の創設など、多様な大都市制度の実現を図ること。
	また、人的体制整備のための支援策を講じるとともに、システム改修等の準備経費を含め、都市自治体に新たな負担が生じないようにすること。

	社会保障・税番号制度の円滑導入のための地方自治体支援等
	特に、システム導入及び改修に係る経費については、国の算定基準に基づく補助対象事業費を超える部分についても、地域の実態に即し確実に財政措置を講じること。

	都市税財源の充実確保に関する重点提言
	環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）
	介護保険制度に関する重点提言
	１．財政運営について
	また、次期介護報酬の改定に当たっては、保険料の水準に留意しつつ、報酬体系を簡素化するとともに、適切な人材の確保や介護従事者全体の処遇改善、サービスの質の向上などを図るため、都市自治体の意見を十分踏まえ、地域やサービスの実態に即した報酬単価とするなど、適切な報酬の評価・設定を行うこと。

	国民健康保険制度等に関する重点提言
	後期高齢者医療制度の円滑な運営を図るため、保険料の上昇を抑制する措置を引き続き継続するとともに、国の責任において十分な財政措置を講じること。

	地域医療・福祉施策に関する重点提言
	生活保護制度等に関する重点提言
	廃棄物・リサイクル対策に関する重点提言
	廃棄物・リサイクル対策の充実強化を図るため、国は、特に次の事項について積極的な措置を講じられたい。
	１．廃棄物処理施設の整備等について
	ダイオキシン対策等を施した廃棄物焼却施設が老朽化するなど、多くの地域で耐用年数を大幅に超える廃棄物処理施設が多数あり、適切なタイミングで更新・改良を進める必要があることを踏まえ、国は、次の事項について積極的な措置を講じられたい。
	（１）循環型社会形成推進交付金について、都市自治体に対し交付申請額が満額交付されるよう、所要額を確実に確保すること。
	また、廃棄物処理施設の整備をはじめ基幹的改良や修繕等に係る支援措置を更に拡充させること。
	（２）廃棄物処理施設の解体撤去工事費について、解体のみの場合や跡地が廃棄物処理施設以外に利用される場合等も循環型社会形成推進交付金の交付対象とするなど、財政措置の拡充を図ること。
	２．家電リサイクル制度について
	（１）リサイクル費用については、製品購入時に支払う「前払い方式」に改めること。
	また、対象品目の更なる拡大を図ること。
	（２）不法投棄された廃家電製品の収集運搬費用、リサイクル費用については、拡大生産者責任の原則に基づき、事業者が負担する仕組みとすること。
	３．容器包装リサイクル制度について
	拡大生産者責任の原則に基づき、事業者責任の強化・明確化を図るとともに、都市自治体と事業者等との役割分担及び費用負担を適切に見直すこと。
	特に、都市自治体の収集運搬、選別保管に係る費用負担を軽減すること。

	義務教育施策等に関する重点提言
	義務教育施策等の充実を図るため、国は、特に次の事項について積極的な措置を講じられたい。
	１．公立学校施設に係る耐震補強事業等に対する財政措置の強化

	公共事業の充実に関する重点提言
	１．災害に強い都市基盤の構築、地域経済の活性化を図るため、都市基盤の計画的かつ着実な整備に必要な公共事業予算を十分確保するとともに、事業の迅速かつ円滑な実施に資する人材確保を含めた施工確保対策を講じること。
	２．社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金については、十分な予算を確保するとともに、地方の社会資本整備や災害対策が計画的に進捗するよう適切に配分すること。
	また、両交付金制度の運用に当たっては、採択基準の要件緩和、事務の簡素化など都市自治体が活用しやすい仕組みにすること。

	道路整備財源の確保等に関する重点提言
	併せて、道路整備事業に係る社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金については、適切な財政措置を講じること。
	２．高速自動車国道、一般国道及び地方道等におけるミッシングリンクを解消し、有機的なネットワークを形成するとともに、その整備に当たっては、大規模災害時における代替性の確保や広域的な医療サービスの提供等、地方の実情を十分勘案し、必要な財源を確保した上で早期完成を図ること。

	運輸・交通施策の推進に関する重点提言
	また、第三セクターによる地域鉄道を安定的に維持するため、インフラの老朽化対策及び運行費を含め財政措置を充実すること。
	（４）地域住民の生活に必要不可欠であり、最も身近な交通機関である地方バス路線やコミュニティバス路線等が安定的に維持できるよう、地域公共交通確保維持改善事業の対象要件を緩和するなど支援体制を拡充するとともに、必要な財政措置を講じること。
	また、都市自治体が負担するスクールバスの運行経費について、財政措置を充実すること。
	また、新駅設置及び二次交通の充実等に対する適切な支援措置を講じること。
	６．港湾・海岸整備事業の推進
	（３）全国各地に観光立国による効果をもたらすため、クルーズ100万人時代の実現を目指し、クルーズ船の受入環境改善に資するハード・ソフト両面からの取組を推進すること。

	農林水産施策の推進に関する重点提言
	１．新たな農業政策の推進
	また、過疎化や高齢化が進行している「水源の里」（いわゆる限界集落）をはじめとする農山村の振興・活性化を図るための諸施策の推進及び財政措置を充実すること。
	（３）農地中間管理機構については、積極的に農地の借り入れを行うなど、都市自治体にとって実効性のある運用が図られるよう事業の改善を行うとともに、財政措置を充実すること。
	９．水産振興対策の充実強化
	（１）水産業の再生を図るため、地域の実情に応じた水産業の経営安定・体質強化対策、水産物の加工・流通・消費対策、漁港の多面的利用の促進及び水産資源の回復・管理対策を一層強化すること。
	また、漁港施設の老朽化対策及び防災・減災対策をはじめとする水産基盤整備を充実強化するとともに、十分な予算を確保すること。
	（２）新規漁業就業者の育成を強力に推進するとともに、担い手の確保・育成に必要な財政支援の一層の拡充を図ること。

	地域経済の活性化に関する重点提言
	また、国内産業の流出を防止するため、資金・人材の確保等実効性のある対策を講じること。
	３．観光振興施策に対する支援強化
	４．エネルギー施策の促進
	（１）再生可能エネルギー等については、支援制度の拡充など、導入促進に必要な施策を充実するとともに、必要な財政措置を講じること。
	（２）災害時においてもエネルギーを安定供給するため、必要な体制を整備するとともに、都市自治体が取組む安定的な燃料供給体制の構築に対し、財政措置を講じること。


